
 

 

  



 

 

  



 

 

【CEO 橋本修】 

・5 月 30 日の経営概況説明会では、我々を取り巻く環境が大きく変化する中で、成長領

域とベーシック＆グリーンマテリアルズ（B&GM）の目指すべき方向も大きく変わって

きたことから、それぞれが違う目標をもって、その実現に向けたマネジメントをやって

いくという方針を説明しました。 

・成長領域は、グローバルでの熾烈な競争に勝っていくために、様々な提携等を駆使して

事業基盤を強化していくことで、高成長・高収益のグローバルスペシャリティカンパニ

ーを目指します。 

・B&GM は、中国を中心とするオーバーキャパシティ問題をはじめ厳しい環境にあります

が、エッセンシャル産業として事業基盤を強化していくことで、日本の産業を支える強

靭なベーシック＆グリーンマテリアルカンパニーを目指します。 

 

  



 

 

・自動車・半導体・パッケージング・ヘルスケアといった幅広い領域における顧客に対し

て貢献できるエッセンシャルカンパニーとなることが B&GM の将来のあるべき姿と考え

ています。 

・他社との連携・再編の動きを加速させることによって、最終的に数社に収斂していくと

想定されますが、再編は相手もあることなので進捗がどうなるかはまだ分かりませんの

で、当社は少なくとも 27 年近傍には 100％子会社という形で分社を実行していきま

す。 

・分社化の目的は本資料の記載の通り、将来進む方向を考えた時に成長領域と B&GM の

ビジネスモデルや投資の考え方が異なってくる中で、B&GM として迅速な意思決定を可

能にするために、B&GM として自走できるように基盤を固めていくことを目指していま

す。 

  



 

 

・これまで当社が単独でできる再構築については相当に進めてきました。さらに再構築に

加えて強い誘導品を選別し、強化していく取り組みも推進してきました。当社が自助努

力でできることは確実に進捗していることから、これからは他社との連携・再編を通じ

てさらに事業基盤を強化していきます。 

・他社との連携・再編により、資本効率の高いフェノールチェーン、今回発表にもかかわ

る資本効率の高い強靭なポリオレフィン（PO）事業体、高機能 MDI を核として高収益

のポリウレタン事業体を実現し、さらには最も影響の大きいグリーン化を含めた競争力

のあるクラッカーにより新しい形でのコンビナートの強化を実現することで、最終的に

日本を代表するベーシック＆グリーンマテリアルカンパニーを目指します。 

・今回発表しました PO の事業統合はそこに進むための１つの道程であります。 

  



 

 

 

  



 

 

【専務執行役員 伊澤一雅】 

・左から右に産業のチェーンがつながっていることを示しています。 

・石化全般の中で PO はその中核となる製品となります。国内プラスチック総生産量 840

万トンの中で PE と PP の２製品は４６％を占めています。この２製品の生産量 400 万

トン弱はさらに加工されて様々な産業に提供されていきます。右側の写真でお示しして

いるような自動車のインパネ・バンパー、電子材料のリチウムイオン電池材料、医療機

器、機能性の高いパッケージング材料などの用途では高い機能性が求められ、海外から

の輸入品と差別化ができる領域です。PO は汎用樹脂と呼ばれることもありますが、私た

ちの生活にエッセンシャルな材料であることに加えて、機能性の求められる領域が多く

あることから、当社としてはそこにビジネスチャンスがあると考えています。 

・（左側の）原料面に目を向けますと、クラッカーから出てくるエチレン約 500 万トンと

プロピレン約 300 万トンがあります。例えば、エチレン 500 万トンのうち約４０％強

が PE 製造に使用されていることから、PE を含む PO 事業を強化していくことが、クラ

ッカーの競争力強化にもつながっていくことになります。 

・当社は B&GM の再構築戦略の中で、クラッカーの生産能力を起点として出てくる留分

をどのように活用するかというこれまでのコンビナートの考え方を変えて、将来的に勝

ち残っていける強い誘導品から逆算してクラッカーの最適化をしていくという説明をし

てきました。この戦略を推進する中で PO が中核となる非常に重要な製品であることを

ご理解ください。 



 

 

・国内 PP・PE 生産量推移をみると０７年あたりから右肩下がりとなっており、これは包

装容器の小型化・薄肉化などによる国内需要の減少に加えて汎用領域で安価な輸入品が

入ってきている影響と考えています。このような状況を受けて国内の PO メーカーは汎

用品の量を追うのではなく、機能性を求められる分野に舵を切ってきました。 

・こうした事業環境を背景に再編・集約が進んだ結果、会社数は、94 年の PE 15 社、PP 

14 社から、現在では PE9 社、PP4 社に集約されています。一方で、生産能力は 94 年

の PE355 万トン、PP258 万トンから、現在、PE は 10％程度の削減にとどまり、PP

は変わらない状況です。 

・数社に集約されている石油精製や高炉メーカーといった他の産業と比べると再編・集約

が遅れていると言わざるを得ず、PO メーカーも能力過剰の問題に対してより積極的に取

り組む必要があると認識しています。 

 

  



 

 

・24 年度時点での国内生産能力および国内需要に加えて、人口減少やリサイクル率向上

などの変化を踏まえた 50 年需要の当社推計を示しています。 

・例えば PP は 24 年度時点の生産能力 262 万トンに対して国内生産量は 193 万トン、

過剰な能力は 7０万トン程度あります。50 年の需要は当社の推計では 180 万トンに減

少するので、過剰能力は 100 万トンを超えてくると見込んでいます。将来的に能力過剰

が拡大してくと見込んでいるため、生産最適化を進めていく必要があると考えていま

す。 

・一方で PO はエッセンシャルな素材であることから、50 年でも 300 万トン強の需要が

残ることになります。その需要に対し供給を続けていくためには様々な機能の向上やグ

リーン化、更には新鋭のプラントを建設して生産効率向上により競争力を上げていくこ

となどを含めて検討をしていきます。 

 

 

  



 

 

・当社の PO 事業は、05 年に出光興産社とのジョイントベンチャーとして設立したプラ

イムポリマー（PRM）が事業主体です。08 年の世界金融危機により 11 年から 14 年に

かけて 4 基のプラント停止による生産最適化に取り組んできた結果、PRM 単体の営業利

益は確保できるようになりました。さらにコロナ禍や中国を中心とした能力増強を受け

て 22 年にもプラントを 1 基停止し、生産最適化を行っています。23 年からは生産最適

化に加えて、昨今の用役価格や固定費等の増加に対応するための価格適正化にも取り組

んできました。今年度からは高機能 PP を生産するプラントを稼働、供給開始する予定

であり、合わせてさらなる生産最適化を進めています。 

・ただし、様々な事業環境変化に対応していくためにはまだ十分な体制ではないと考えて

いることから、今回の事業統合について検討を開始ました。 

  



 

 

・現在 3 社での様々な議論を進めている段階で、最終合意はこれからになりますが、現在

検討を進めている PO 事業統合の内容をご説明します。 

・PRM に住友化学社の国内 PP 事業および国内 LLDPE 事業を統合することを検討してい

ます。住友化学社の PO 事業のうち、国内 LDPE 事業、シンガポール・サウジアラビア

の PO 事業、欧州・米国の PP コンパウンド事業については統合検討の対象ではありませ

ん。 

・住友化学社の対象事業を PRM に統合する対価として、住友化学社が PRM の株式を取得

することで、出資比率は当社 52%、出光興産社 28%、住友化学社 20%となる前提で協

議を進めています。 

・統合により 24 年度決算ベースで売上高 3,900 億円程度の規模となる見込みです。 

  



 

 

・事業統合により 80 億円以上のコスト削減等のシナジー効果を出していくことを目指し

ます。そのうち半分程度の約 40 億円は PE 1 系列および PP 1 系列を追加停止して生産

能力を最適化することによる効果です。また、両社はともに多くの銘柄を持っているこ

とから、それらの統廃合や生産の合理化などにより約 20 億円の効果を見込んでいます。

さらに重複している間接部門をスリム化していくことで約 20 億円の効果を見込んでいま

す。これらの効果に加えて、さらなるアイテムの積み増しにより 80 億円を超えるシナジ

ー効果を上げていく方向で協議を進めています。このようなコスト改善により海外から

の安価な輸入品に対する水際競争力を上げていくことが PO 事業にとって重要と考えてい

ます。 

・右側のグラフの通り、PRM と住友化学社の利益に加えて統合シナジーにより収益改善を

図るだけでなく、生産能力の最適化や在庫削減等も進めていくことにより資本効率も改

善させていきます。今回検討している事業統合は数量の増加が目的ではなく、資本効率

の高い強靭な事業体質になることを目指しています。統合シナジーを含めた将来像の実

現により資本効率は 2 ポイント程度の ROIC改善を目指しています。  



 

 

・この事業統合により今後必要となってくるグリーン化を加速することができると考えて

います。 

・左側に記載している通り、出光興産社では廃プラ分解設備からケミカルリサイクルのナ

フサや SAF 生産設備からバイオナフサを生産するなど先進的な取り組みが始まっていま

す。住友化学社や当社でも輸入バイオナフサやケミカルリサイクルナフサの使用が始ま

っています。 

・京葉地区ではクラッカーの最適化も検討が進んでいますので、将来的には株主となる 3

社が競争力のあるクラッカーからグリーンな原料を供給し、PRM の持つ高機能ポリオレ

フィンにグリーンあるいはリサイクルといった付加価値を入れた製品を顧客に提供して

いくことができると考えています。 

・すでに PRM は Prasus🄬や Re’PRM®といったブランドでグリーンやリサイクルを進め

ており、住友化学社も Meguri®というブランドで積極的に展開していることから、これ

らの技術の統合や販売・流通チャネルの統合により、さらに展開を加速していくことが

できると考えています。 

 

 

  



 

 

・B&GM セグメントの 24 年度はトラブル影響により△100 億円を超えるコア営業損失と

なりました。そこからトラブルの解消に加え、拡販、価格適正化、コストダウン、SSMC

持分譲渡等の事業構造改善による収益改善を進めて、足元の実力値はコア営業利益で

100 億円規模になってきていると考えています。 

  



 

 

・引き続き再構築第 2 幕、ダウンフロー強化による収益改善を図ります。 

・クラッカーに関しては東西の 2 拠点両方で生産最適化を行い、コスト競争力を高めてい

きます。 

・PH に関しては中国でのジョイントベンチャーの持分譲渡を決めています。さらに国内

でも 2 基あるプラントのうち市原のプラント停止を前倒しすることを決めており、生産

最適化によりコスト競争力を高めていきます。 

・PTA・PET に関してはすでに国内での生産停止を完了しています。 

・ポリウレタンに関しては大牟田での TDI ダウンサイジングを実行しつつ、高機能 MDI

は韓国でのデボトルによるさらなる増産の検討にも着手しています。 

・ポリオレフィンに関してはこれまで進めてきた高機能 PP の B&S に加えて今回発表した

事業統合による最適化を進めていくことで、資本効率の高い強靭な高機能 PO 事業を作っ

ていきます。 

・足元のコア営業利益 100 億円程度の実力に加えて、このような再構築第 2 幕とダウン

フロー強化をさらに積み重ねていくことで、30 年目標のコア営業利益 360 億円と

ROIC6.5％水準を目指します。 

 

  



 

  



 


